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日本では、2003 年に日本スポーツ仲裁機構（Japan Sports Arbitration Agency，
JSAA）が設立されて以降、既に仲裁判断が 51 件、うち代表選手選考については 16 件





























































                                                     
想とする。我妻 栄他『新法律学辞典』（新版）有斐閣、1967 年、p.533 





小川は、JSAA が 2003 年に設立された後 3 年ほど経過した 2006 年におい






























                                                     
4 八木由里「オリンピック日本代表選出における紛争と ADR 制度」『日本スポーツ法学会年報』第 14
号、2007 年、pp.152-162 
5 Duval, Antoine. Getting to the games: the Olympic selection drama(s) at the court of arbitration for 
































































IOC）やアメリカオリンピック委員会（United States Olympic Committee，
USOC）の代表選手選考制度を研究し、CAS の代表選手選考事案に関しては




 また、Findlay and Mazzucco （2010）7は、CAS 及びカナダの Sport Dispute 
Resolution Centre of Canada（SDRCC）の事案を比較しつつ、代表選手選考
                                                     
6 Mitten, M.J. & Davis, T. Athlete Eligibility Requirements and Legal Protection of Sports Participation 
Opportunities, Virginia Sports and Entertainment Law Journal, Vol.8, 2008, pp.71-146 
7 Findlay, Hilary A. and Mazzucco, Marcus F. “Degrees of Intervention In Sport-Specific Arbitration: Are 
We Moving Towards a Universal Model of Decision-making?”, Yearbook on Arbitration and 









































































ドの Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）、カナダの Sport Dispute Resolution 





スの Sport Resolutions については、本研究執筆時において、代表選手選考事案が
公表されていない。そこで、他の 4 つの国内スポーツ仲裁機関について検討を進
めることとする。 




② Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）の代表選手選考仲裁における法
的審査の範囲と限界 
③ Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）の代表選手選考仲
裁における法的審査の範囲と限界 






















































第 1 章 日本スポーツ仲裁機構（JSAA）の代表選手選考仲裁における法的審
査の範囲と限界 
 
第 2 章 Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）の代表選手選考仲裁にお
ける法的審査の範囲と限界 
 




































                                                     
8 渡辺洋三『法とは何か』岩波書店、1979 年、序章及び第Ⅰ章、同『法を学ぶ』岩波書店、1986 年、序
説及び第Ⅰ章、道垣内正人『自分で考えるちょっと違った法学入門』有斐閣、1993 年、p.ⅰ参照。 
9 千葉正士『スポーツ法学序説』信山社、2001 年、第 1 章 
10 小笠原正『導入対話によるスポーツ法学』（第 2 版）不磨書房、2007 年、第 1 章、日本スポーツ法学会





























ている。過去の 2000 年オリンピックシドニー大会14、2012 年オリンピックロンドン大
会15などにおいて、開催国で大会直前に代表選手選考に関するトラブルが激増した事実
                                                     
11 小島武司・猪股孝史『仲裁法』日本評論社、2014 年、p.1-2 や山本和彦・山田文『ADR 仲裁法』（第２
版）日本評論社、2015 年、p.290-p.292 
12 山本・山田前掲、p.293 
13 渡辺前掲『法とは何か』、p.10 以降、道垣内前掲『自分で考えるちょっと違った法学入門』、p.ⅰ以降 
14 オーストラリアでは、2000 年のオリンピックシドニー大会の出場をめぐる選手選考に関連して、およ
そ 50 件の不服申立てがなされた、とされる。小笠原正監修『導入対話によるスポーツ法学』（第 2 版）不
磨書房、2007 年、p.70。 
15 イギリスでは、2012 年のオリンピックロンドン大会の出場をめぐる選手選考に関連して、Sport 


























例えば、イギリスの Sport Resolutions でもこれまで 100 件ほどの代表選手選考







関もあり16、前述のとおり Sport Resolutions も本研究執筆時一部の結果を除き公
                                                     
SPORT: LAW AND PRACTICE Third Edition, Bloomsbury Professional, 2014, para.H6.96 




















                                                     
ADR フォーラム』vol.5、2016 年、p.17 以降。 
17 後述のとおり、ニュージーランドの Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）、カナダの Sport Dispute 
Resolution Centre of Canada（SDRCC）においては、スポーツ仲裁規則上全件公表が義務付けられている
わけではなく（STNZ のスポーツ仲裁規則第 25 条(b)、SDRCC のスポーツ仲裁規則第 6.21 条(i)など）、
非公表の事案が存在している。 
18 当事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争であって、かつ、それが法令の適用に
より終局的に解決することができるものをいう（最高裁判所昭和 28 年 11 月 17 日第３小法廷判決（行政





る法理をいう（最高裁判所昭和 52 年 3 月 15 日第三小法廷判決（最高裁判所民事判例集 31 巻 2 号、




















                                                     
20 このような考え方を指摘するものとして、道垣内正人「日本におけるスポーツ仲裁制度の設計」『ジュ
リスト』1249 号、2003 年、p.2、注 1）や、同「日本スポーツ仲裁機構（JSAA）」『法学教室』第 276
号、2003 年、ｐ.2、同「スポーツ仲裁をめぐる若干の論点」『仲裁と ADR』3 号、2008 年、p.82、同







る司法審査の可能性を示す研究として、Yokomizo, Dai and Colombo, Giorgio Fabio. LA GIUSTIZIA 
SPORTIVA IN GIAPPONE, Rivista di Diritto Sportivo, Comitato Olimpico Nazionale Italiano (CONI). 
http://www.rivistadirittosportivo.coni.it/images/rivistadirittosportivo/dottrina/10_Yokomizo_Colombo_14














第 1 節においては代表選手選考制度の概要、法的性質を、第 2 節においては JSAA の組
織概要、スポーツ仲裁規則の概要を、第 3 節においては JSAA の代表選手選考仲裁におけ
























                                                     
23 齋藤健司『フランススポーツ基本法の形成（上巻）』成文堂、2007 年、p.94 以降、その他日本スポー
ツ仲裁機構前掲報告書「諸外国におけるスポーツ紛争及びその解決方法の実情に対する調査研究」第 2 章















度に 187 億 1,700 万円を計上して以降、毎年度過去最高額を更新している。2015






                                                     
24 笹川スポーツ財団「わが国のスポーツ予算の検証～スポーツ予算とスポーツ基本計画～」2015 年、
p.62。http://www.ssf.or.jp/Portals/0/resources/research/report/pdf/2014_report_26.pdf、2018 年 12 月
15 日アクセス。より近時のデータとしては、笹川スポーツ財団「諸外国のスポーツ振興施策の比較表
（2017）」、http://www.ssf.or.jp/Portals/0/resources/research/report/pdf/H29_7country_f.pdf、2018 年















① ヨット代表選手選考仮処分事件（1972 年） 
 
1972 年（昭和 47 年）6 月 28 日「“アラシに遭遇”ヨット協会 “ドラゴン級、
五輪になぜ出さぬ” 選考に不満」「ドラゴン側態度硬化」、同月 30 日「五輪ヨ


















                                                     




なお、その後、同月 7 日「ドラゴン紛争和解へ」、同月 9 日「ヨット訴訟取







② クレー射撃代表選手選考損害賠償請求事件（1984 年） 
 
1984 年（昭和 59 年）6 月 22 日「「訴訟、受けて立つ」 クレー射撃協 五輪



















③ 柔道代表選手選考損害賠償請求事件（1984 年） 
 


































                                                     
26 東京地方裁判所昭和 63 年 2 月 25 日判決（判例タイムズ 663 号 243 頁） 

































                                                     
28 例えば、日本サッカー協会は、基本規則において、その最終決定の不服申立てを CAS に限定し、日本
スポーツ仲裁機構に対する不服申立てを認めていない。日本サッカー協会基本規則
http://www.jfa.jp/documents/pdf/basic/br12.pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 
29 なお、JSAA の仲裁判断が国家裁判所の司法審査の対象となった事案はある。JSAA-AP-2015-001 事
件。大阪地方裁判所は、2015 年 9 月 7 日、JSAA スポーツ仲裁パネルには申立人の被申立人に対する申立
てについて、仲裁権限がないとの決定をした（大阪地方裁判所平成 27 年（仲）第 2 号）。その理由とし
て、①申立人と被申立人との間には個別的な仲裁合意がないこと、②被申立人の連盟規約には、スポーツ
































JSAA は 2003 年に設立され、スポーツ仲裁規則も同時期に施行されたものが修正
され利用されているものの、2011 年に施行されたスポーツ基本法、今後の個別法
                                                     
30 このような立場の違いを指摘するものとして、Foster, K. Is There a Global Sports Law?, Siekmann, 
R.C.R. and Soek, J.W. Lex Sportiva: What is Sports Law?, T.M.C. ASSER PRESS, 2012, p.49 
31 松本忠士「スポーツ権」『法律時報』1993 年 4 月号、p.60 以降 
32 濱野吉生「スポーツ権をめぐる諸問題」『日本スポーツ法学会年報』第 1 号、1994 年、p.63 以降 
33 その他永井憲一「国の「文化」としてのスポーツ－スポーツ法学の対象・方法とその課題－」『日本ス

































JSAA は 2003 年に設立されているが、1996 年に JOC と日本体育協会（現日本
スポーツ協会）が中心となって設立された「アンチ・ドーピング体制に関する協議
会」や、1999 年 12 月からの JOC における「スポーツ仲裁研究会」、2002 年 8 月
からの JOC や日本体育協会（現日本スポーツ協会）、日本障がい者スポーツ協会
を中心とした「日本スポーツ仲裁機構創設準備委員会」での検討の結果とされる36。
                                                     
35 井上洋一「スポーツと人権」中村敏雄・高橋健夫・寒川恒夫・友添秀則編集『21 世紀スポーツ大辞
典』大修館書店、2015 年、p.90 








カナダの Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）、ニュージーラ



















なお、2011 年に施行されたスポーツ基本法第 15 条では、「国は、スポーツに関
する紛争の仲裁又は調停の中立性及び公正性が確保され、スポーツを行う者の権
利利益の保護が図られるよう、スポーツに関する紛争の仲裁又は調停を行う機関
                                                     
37 他国の国内スポーツ紛争を取り扱うスポーツ仲裁機関を分類すれば、国家機関がその設立を行い、運営
資金も拠出する準国家型タイプ（カナダの Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）、ニュ
ージーランドの Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）など）と、民間機関が他の仲裁事案も取り扱い
ながらスポーツ仲裁も取り扱う民間型タイプ（アメリカの American Arbitration Association（AAA）、ド

































会ドーピング紛争仲裁規則43の 5 種類のスポーツ仲裁規則が存在する。 
特に、代表選手選考事案に関する仲裁規則としては、スポーツ仲裁規則（以下、
単に「JSAA 仲裁規則」という）が用いられる。JSAA 仲裁規則は、CAS のスポー
ツ仲裁規則、日本商事仲裁協会の定める商事仲裁規則などを参考に制定されたと
                                                     
39 http://www.jsaa.jp/sportsrule/arbitration/01_rule_180320.pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 
40 http://www.jsaa.jp/sportsrule/arbitration/03_Doping_180320.pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 
41 http://www.jsaa.jp/sportsrule/arbitration/02_rule_180320.pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 
42 http://www.jsaa.jp/sportsrule/arbitration/05_rule_180320.pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 







る（JSAA 仲裁規則第 2 条第 1 項）。他国のスポーツ仲裁機関では、スポーツ関連
紛争として、スポーツ団体の決定に限らず、スポーツ団体の規則の解釈問題なども
含まれているが、JSAA 仲裁規則では、このような限定がなされている。理由とし













体に限定されている（同第 3 条第 1 項）49。これ以外の団体の場合、JSAA 仲裁規
則を用いた代表選手選考紛争の仲裁申立てはできない。「傘下」という定義されて
いない用語により必要に応じて被申立人を相当広く対象とすることも想定されて
                                                     
44 道垣内前掲「日本におけるスポーツ仲裁制度の設計」、p.3、同「日本スポーツ仲裁機構とその活動」、
p.9 など 







『修道法学』28 巻 2 号、2006 年、p.973、望月浩一郎・松本泰介「スポーツ団体におけるコンプライア
ンス」『自由と正義』60 巻 8 号、2009 年、p.68 以降、松本泰介「スポーツ団体」日本スポーツ法学会編






れば、代表選手選考紛争を JSAA にて取り扱うことはできないのである。 














第 28 条(b)）スポーツ仲裁裁判所（CAS）への上訴が認められているわけではない。 
代表選手選考に関する特徴的な規定は以上のとおりであるが、前述のとおり審
査対象や被申立人が限定されているものの、これらの被申立人の決定全般を対象
としているため（競技中になされる審判の判定は除く。JSAA 仲裁規則第 2 条第 1
項）、代表選手選考に限定した規定はあまり見られない。STNZ のスポーツ仲裁規













                                                     























スポーツ仲裁自動応諾条項の採択状況（2018 年 1 月 31 日時点）（注 1）52 




（注 4） （％） 
JOC・日体協・日本障がい者 
スポーツ協会 
3 0 0 0 3 100 
JOC 加盟・準加盟団体（注 2） 49 5 8 0 62 79 
日体協加盟・準加盟団体（注 3） 7 6 4 0 17 41.2 
小計 59 11 12 0 82 72 
都道府県体育協会 22 8 17  0 47 46.8 
日本障 がい者スポーツ協 会 14 9 40 14 77 18.2 
                                                     
51 アメリカ合衆国におけるスポーツ大会への出場機会の保障に基づく仲裁申立てについては、1978 年に
制定された連邦法「Amateur Sports Act of 1978」（1998 年に「Ted Stevens Olympic and Amateur Sports 
Act」と改称）において、アメリカ仲裁協会（American Arbitration Association）が法律上仲裁申立て先と
して指定されている。 




合計 95 28 69  4 206 46.1 
（注 1）加盟団体の数は各団体のウェブサイト（2018 年 1 月 31 日時点）による。 
（注 2）特定非営利活動法人日本スポーツ芸術協会を除く。 
（注 3）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体及び都道府県体協を除く。 
（注 4）回答がない等の団体。不明団体には直接架電し、確認をとっている状態又は連絡待ちの状態。 
（注 5）重複を避けるため、JOC 加盟・準加盟団体を除く。現在調査中である（2018 年 1 月時点）。 
  
全体として、JSAA 仲裁規則で被申立人の対象となりうる団体 206 団体のうち、
仲裁自動応諾条項を採択しているのは 95 団体にとどまり、割合としては 46.1%に
とどまっている。仲裁自動応諾条項を採択している JOC 加盟団体は 62 団体中 49
団体にとどまり、JOC 加盟・準加盟団体の自動応諾条項の採択率は 79％にとどま
っている。また、77 ある日本障がい者スポーツ協会の加盟・準加盟団体のうち仲







どまっており、JOC 加盟・準加盟団体は 49 団体中 15 団体、日本障がい者スポー






ーツ団体のうち、79 団体にどどまり、JOC 加盟・準加盟団体は 49 団体中 40 団
体、日本障がい者スポーツ協会の加盟・準加盟団体は 14 団体中 11 団体しかない。
となると、代表選手選考紛争について JSAA スポーツ仲裁規則で被申立人の対象
となりうる団体 206 団体のうち、仲裁自動応諾条項を導入し、代表選手選考紛争
について申立てが可能な団体は 79 団体しかなく、採択率は 38.3％にとどまってい
る。JOC 加盟・準加盟団体は 62 団体中 40 団体、日本障がい者スポーツ協会の加
盟・準加盟団体は 77 団体中 11 団体しかない。 
このような代表選手選考選考紛争について自動応諾条項の採択のないスポーツ
                                                     














JSAA での仲裁判断は、2018 年 1 月 31 日時点で公表されている事案は全 46 件
であるが、本研究の対象となる代表選手選考事案は 16 件である。この 16 件の内
訳は以下の表のとおりである。 
 
年 仲裁判断数 うち、取消事案数、事件番号、事件名 
2003 1 件 0 件 
2004 2 件 0 件 
2005 1 件 0 件 
2006 0 件  
2007 0 件  
2008 1 件 0 件 
2009 0 件  
2010 3 件 0 件 
2011 1 件 1 件、JSAA-AP-2011-003（ボート） 
2012 0 件  
2013 4 件 1 件、JSAA-AP-2013-005（ボッチャ）＊選考決定 
2014 0 件  
2015 2 件 1 件、JSAA-AP-2015-003（ボート） 
2016 1 件 1 件、JSAA-AP-2016-002,003,004,005（スケルトン） 
2017 0 件  





体としての代表選手選考事案 16 件が多いか少ないかについては、人口約 1 億 2790


























について、被申立人であった JOC による、日本代表選手を 1 名のみとする決



































あると判断されており（上記１）から３）につき 2003 年 8 月 4 日日本スポー














































































































本件は、2015 年ロードアジア選手権大会（第 35 回アジア自転車競技選手
権大会）、個人タイム・トライアル代表選手選考に関する不服申立て事案であ
る。本件では代表選手選考基準が存在しないと認定された事案であるが、選考































































り、ダブルスカル 3 艇の 1500m シートレースを 6 人総当たりで整調とバウを






































































































① JSAA における法的審査の少なさ 
 
















































































































































































                                                     
























































































第 2 章 Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）の代表選手選考仲裁におけ
る法的審査の範囲と限界 
 
本章では、ニュージーランドの Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）の代表選手選
考仲裁における法的審査の範囲と限界を考察する。 
第 1 節においては代表選手選考制度の概要、法的性質を、第 2 節においては STNZ の組
織概要、スポーツ仲裁規則の概要を、第 3 節においては STNZ の代表選手選考仲裁におけ








れてきているが、ニュージーランドオリンピック委員会（New Zealand Olympic 
Committee，NZOC）が定める Nomination and Selection Regulation 2016 によ
れば、オリンピックやコモンウェルスゲームス（ユースオリンピックなどを含む）
の代表選手選考に関する規則が定められている56。当該規則によれば、オリンピッ
ク や コ モ ン ウ ェ ル ス ゲ ー ム ス に つ い て 、 中 央 競 技 団 体 （ National Sport 
Organisation，NSO）57からの推薦に応じて、NZOC が代表選手選考を行う枠組
みになっていることが明文化されている58。 




                                                     
56 http://www.olympic.org.nz/assets/Uploads/Selection-Regulation-2016.pdf、2018 年 12 月 15 日アクセ
ス 
57 SADA 第 4 条には、national sporting organisation means a body that represents members involved in a 
particular type of sporting event or activity in New Zealand and, if a national organisation does not exist for 
a sport, includes a local, regional, or other sporting organisation と定められている。 
58 NZOC のウェブサイトにおいて、2016 年オリンピックリオデジャネイロ大会では、特設ページにおい
て、Selection の項目が設けられ、NZOC Rio Selection Policy & Agreements として代表選手選考に関する
規程類や、Specific Sport Nomination Criteria として各 NSO の推薦基準が掲載されている。





推薦された選手から（同第 9 条）、NZOC は代表選手選考を実施する（同第 10 条）。 
また、当該規則において、選手は、この中央競技団体（NSO）の推薦又は NZOC
の代表選手選考どちらにも不服申立てを行うことができると定められている（同
第 12 条）。そして、これらは共に STNZ の仲裁パネルによって判断されることが








この NZOC の推薦基準には、 
 世界ランキングやトップレベルの大会結果を通じて、オリンピックでベス
ト 16 位以内を達成できる能力を有していること 















                                                     
59 Toomey, Elizabeth. and  Fife, Colin. New Zealand, International Encylopaedia for Sports Law , Kluwer 
Law International BV, 2008, p.33 




文化遺産省の 2009 年度のスポーツ・レクリエーション関係予算は、省内が 9 万
8,000NZ ドル（約 617 万円）、省外への配分が 6,181 万 2,000NZ ドル（約 38 億
9,400 万円）の計 6,191 万 NZ ドル（約 39 億円）であった。スポーツ＆レクリエ
ーション・ニュージーランド（SPARC)へは 5,962 万 2,000NZ ドル（約 37 億 5,600
万円）となっており、その主な内訳として、高水準スポーツに 3,866 万 3,000NZ























                                                     
61 文部科学省「平成 22 年度諸外国におけるスポーツ振興政策についての調査研究」（ニュージーラン
ド）、2011 年。
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/sports/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/03/1309352_016.
pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 
62 このような見解を前提にした研究として、Thorpe, David. CONTRACT AND ATHLETE 
SELECTION, Australian and New Zealand Sports Law Journal, Volume 3, No.1, 2008, pp.37-68、Sullivan 
QC, Allan. I didn't make the team. What can I do? An overview of selection jurisprudence, Australian and 
New Zealand Sports Law Journal, Volume 10, No.1, 2015, pp.1-45 など 
63 Toomey and Fife, op.cit., pp.62-75、Lloyd, op.cit., p.177 など 
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(3) その他代表選手選考にまつわる制度 ～NZOC アスリート委員会 
 





                                                     
64 http://www.olympic.org.nz/about-the-nzoc/nzoc-commissions/athletes-commission/、2018 年 12 月 15
日アクセス 






STNZ は、2003 年、ニュージーランド政府の認可法人（Crown Entity）である
Sport and Recreation New Zealand（Sport NZ）理事会により、Sport and 
Recreation New Zealand Act 2002 の第 8 条(i)を根拠法として、Sports Disputes 
Tribunal of New Zealand（SDTNZ）として設立されている。この大きなきっかけ
は 2000 年オリンピックシドニー大会代表選手選考をめぐる多数のトラブルの存
在であることが指摘されている66。2006 年の Sports Anti-Doping Act 2006（SADA）
制定に伴い、名称も Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）とされ、根拠法が
こちらの法律に移っている（SADA 第 29 条(3)）。Sport NZ は政府認可法人である
が、STNZ は「独立機関」とされる67。 
 STNZ の組織の根本的な定めは根拠法である SADA 第 30 条以下に規定されて
おり、STNZ のチェアマン、理事は、その資格要件に基づき、Sport NZ 理事会メ
ンバーの推薦により、Governor-General が任命するとされている（SADA 第 30
条から第 35 条）。報酬は、Remuneration Authority Act 1977 に基づき支払われ
る（SADA 第 36 条）。 
STNZ の権限については、まず根拠法である SADA 第 38 条以下にその根本的
規定が定められている。STNZ の権限として、仲裁合意があるスポーツ関連紛争や、
団体内規則で仲裁利用できる中央競技団体（NSO）や NZOC の決定に対する不服
申立てが可能であることが明記され（SADA 第 38 条(b)(c)）、またこれらの規定に







                                                     
66 Toomey and Fife, op.cit., p. 51 
67 文部科学省「平成 22 年度諸外国におけるスポーツ振興政策についての調査研究」（ニュージーラン
ド）、2011 年。
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/sports/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/03/1309352_016.
pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 
68 なお、ニュージーランド仲裁法の適用があることについては、David, Paul. Hearing Anti-Doping Cases 
in New Zealand, Haas, Ulrich. and Healey, Deborah. Doping in Sport and the Law, Bloomsbury Publishing, 
2016, p.138, note.63 
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る Nomination and Selection Regulation 2016 によれば、中央競技団体（NSO）
の推薦又は NZOC の代表選手選考どちらでも、STNZ の仲裁パネルによって判断










ルを定めた、スポーツ仲裁規則（RULES OF THE SPORTS TRIBUNAL。以下
「STNZ 仲裁規則」という）が存在する。  
特に、代表選手選考に関する規則としては、Appeal Proceedings（不服申立て手
続）に関する特別条項が設けられており、いくつか特徴的な規定が存在する。 
1 つ目は、Appeal Proceedings における審査対象である。審査対象は 2 つの紛
争類型とされ、①中央競技団体（NSO）と NZOC の決定に対する不服申立て（SADA
第 38 条(c)、STNZ 仲裁規則第 41 条(a)）、②①が本質的にかかわる SADA 第 38 条






できる70。また、SADA 第 38 条で限定されているわけではないものの、Appeal 
Proceedings における審査対象は、中央競技団体（NSO）と NZOC に関連する紛
争に限られている（STNZ 仲裁規則第 41 条）。 
2 つ目は、Appeal Proceedings を利用するにあたっての STNZ 仲裁パネルの権
限としての取消事由である。取消事由は、STNZ 仲裁規則第 42 条により、(1) 中
央競技団体（NSO）又は NZOC の規定に定められた事由、(2)当事者間の合意に定
められた事由、(3)上記 2 点がなければ、①natural justice の否定、②権限外、③
結論を左右する決定後の新証拠、④misconduct 事案における過処分という 4 項目
                                                     
69 Davis, Nick. Teague, Marinka and Ogier, Sonia. Dispute Resolution in the Sport and Recreation Sector 












procedural impropriety の 3 つが挙げられているが71、上記の取消事由はこれらを
具体化したものといえるだろう。 
3 つ目は、Appeal Proceedings における不服申立てに対する仲裁判断は、原則
的に、STNZ 仲裁パネルが求められたいかなる仲裁判断をすることも、スポーツ団
体に差戻すことも可能であるが（STNZ 仲裁規則第 47 条(a)）、さらに自ら新たな
仲裁判断を出すことも可能である(STNZ 仲裁規則第 47 条(b))。ただし、選手選考
事案については、例外的に、差戻しが原則とされ（STNZ 仲裁規則第 49 条(a)）、
ⅰ実現不能の場合（impracticable）、ⅱ選考基準が無視され、適切な適用が期待で
きない場合のみ、STNZ 仲裁パネルが自ら新しい仲裁判断を出すことができる
(STNZ 仲裁規則第 49 条(b))。もっとも、STNZ 仲裁パネルの権限として、Sport 
NZ に対して、不服申立てを認容するか棄却するかに関わらず、NZOC や NSO を
資格停止、除名、又はルールの変更などを勧告することも認められている（STNZ
仲裁規則第 48 条）。 
4 つ目は、Appeal Proceedings に限定された規定ではないが、STNZ 仲裁パネ
ルの仲裁判断については、国際団体や中央競技団体（NSO）の規程に明記されてい
る限り、スポーツ仲裁裁判所（CAS）への上訴が認められている（STNZ 仲裁規則
第 28 条(b)）。 









                                                     






とし、STNZ 仲裁パネルによる権限を限定している。こちらは STNZ 仲裁パネル
による法的審査において、代表選手選考の専門性を尊重することが明確になって





また、STNZ 仲裁パネルの仲裁判断について CAS への上訴を認めている点は、
STNZ 仲裁パネルによる法的審査の合理性を担保する制度といえよう。 
 



















STNZ での仲裁判断は、2018 年 1 月 31 日時点で公表されている事案は全
188 件であるが、ドーピング事案ではない 68 件のうち、代表選手選考事案は
33 件である。この 33 件の内訳は以下の表のとおりである72。 
 
年 仲裁判断数 うち、取消事案数、事件番号、事件名 
2004 2 件 1 件、SDT 01/04; SDT 02/04; SDT 03/04, Andrew 
Murdoch and Others v Yachting New Zealand 
2005 1 件 0 件 
2006 4 件 0 件 
2007 1 件 0 件 
2008 4 件 1 件、ST 07/08, Liza Hunter-Galvan v Athletics New 
Zealand 
2009 0 件 0 件 
2010 1 件 0 件 
2011 1 件 1 件、ST 02/11, Samantha Michael v New Zealand 
Federation of Roller Sports 
2012 1 件 1 件、ST 02/12, Ryan Taylor v New Zealand Olympic 
Committee 
2013 0 件 0 件 
2014 5 件 0 件 
2015 5 件 1 件、ST 05/15, Andrew Roy v Canoe Racing New 
Zealand ＊選考決定も 
2016 7 件 1 件、ST 07/16, Kane Radford v Swimming New 
Zealand 
2017 1 件  
合計 33 件 6 件 
 
前述のとおり、STNZ は、オリンピックシドニー大会の代表選手選考トラブ
                                                     
72 なお、STNZ が公表しているレポートによれば、2016 年 6 月 30 日段階で全 174 件、ドーピングでな
い事案が 67 件、そのうち代表選手選考事案は 33 件とされている。2016 年 6 月以降に公表されている代




立された経緯があると指摘されている73が、実際、2004 年の記念すべき 1 件
目も代表選手選考事案であり、2004 年の 2 件はすべてオリンピックアテネ大
会事案である。そして、2008 年の 4 件は全てオリンピック北京大会事案、2012
年の 1 件は全てオリンピックロンドン大会事案、2014 年の 5 件は全てコモン





いて、Nomination and Selection Regulation 2016 に、中央競技団体（NSO）
の推薦又は NZOC の代表選手選考どちらでも、STNZ の仲裁パネルによって
判断されることが明記されたことも一つの理由と思われる。 
代表選手選考事案全 32 件が多いか少ないかについては、人口約 429 万人、




















                                                     











まず、STNZ の代表選手選考事案全 33 件のうち 27 件の事案は選考決定が取り
消されておらず、申立てが棄却されている。 

































そして、その後の STNZ 仲裁パネルによる法的審査、例えば、SDT 17/06, 
Timothy Madgwick v Mountain Bike New Zealand、ST 13/10, Garth Shillito 









② ST 12/15, Kate Henderson v New Zealand Water Polo（NZWP） 
 




たかという選考手続の問題にあり、STNZ 仲裁パネルで結論が 2 対１に分か
れた事案である。 
NZWP の手続規程によれば、NZWP 選考パネルは４名で、ヘッドコーチ、
アシスタントコーチ、その他 NZWP から指名された 2 名とされていた。また、
NZWP 選考パネルは、自らの決定を次の NZWP 理事会で承認を得なければな
らないものとされており、時間的な余裕がない場合は、E メールか Fax によ
り 72 時間以内の承認手続を経ることとされていた（Regulation 第 7.2 条）。
この内容は、その後発表された NZWP の選考基準でも繰り返されていた。た
だ、実際行われた代表選手選考においては、NZWP 選考パネルが指名された
                                                     







明確な証拠はなく、NZWP 選考パネルは 3 名であり、また NZWP 理事会での
承認が得られていないにもかかわらず、NZWP 選考パネルが発表したという
問題が存在したのである。 









Sarah Her-Lee v Table Tennis New Zealand（TTNZ）がある。こちらは、規
程上 3 名の TTNZ 選考パネルが必要であったが 2 名で選考したケースで、仮
に 3 番目の選考人が入ったとしても、結論が変わることがなかったことを指














続いて、STNZ において、代表選手選考事案全 33 件のうち、選考決定が取り消
された事案は 6 件となっている。STNZ では仲裁規則において取消事由が原則的
に限定されている中で、結論的に取り消されるのは、スポーツガバナンスの視点か
らの公平、透明性に問題があったということである。 
                                                     
76 ST 12/15, DECISION OF SPORTS TRIBUNAL, para.22, 23 







① SDT 01/04; SDT 02/04; SDT 03/04, Andrew Murdoch and Others v Yachting 
New Zealand（YNZ） 
 
本件は、SDTNZ 第 1 号事案であり、2004 年オリンピックアテネ大会、ヨ
ット代表選手選考に関する不服申立て事案である。SDTNZ 仲裁パネルでは、
レーザー級、470 級男子それぞれに関する YNZ の選考決定が取り消されたが、
上訴の CAS 仲裁パネルでは SDTNZ 仲裁パネルの越権が認定され、SDTNZ
仲裁パネルの 2 つの仲裁判断が取り消した事案である。CAS 仲裁パネルでは、
特に SDTNZ 仲裁パネルの権限の範囲が大きく問題となった。 




















                                                     
78 SDT 01/04; SDT 02/04; SDT 03/04, WRITTEN DECISION(S) OF THE TRIBUNAL, para.33  
79 SDT 01/04; SDT 02/04; SDT 03/04, WRITTEN DECISION(S) OF THE TRIBUNAL, para.53, 54 
62 
 
これに対して、第 2 審の CAS 仲裁パネルは、そもそも SDTNZ 仲裁パネル
が申立内容について管轄を有しなかったことを指摘した80。そして、SDTNZ























述の ST 07/08, Liza Hunter-Galvan v Athletics New Zealand（ANZ）、ST 






② ST 07/08, Liza Hunter-Galvan v Athletics New Zealand（ANZ） 
 
                                                     


























③ ST 02/11, Samantha Michael v New Zealand Federation of Roller Sports
（NZFRS） 
 
本件は、2011 年世界選手権、ローラースケート女子 Jr チーム代表選手選考
に関する不服申立て事案である。 
NZFRS の選考基準は、Criteria for 2011 World Team Selection – July 2010
に定められており、2011 年の世界 Jr カテゴリーでトップ 10 位以内を達成で
きること、あるいは 2012 年の世界 Jr カテゴリーでトップ 10 位以内を達成で
きる向上が見込まれることを、NZFRS 選考パネルが判断することとなってい
た。 
NZFRS 選考パネルは、申立人が 2007 年以降国際大会でトップ 10 位を達
                                                     





STNZ 仲裁パネルは、上記 SDT 01/04; SDT 02/04; SDT 03/04, Andrew 
















④ ST 02/12, Ryan Taylor v New Zealand Olympic Committee（NZOC） 
 
本件は、2012 年オリンピックロンドン大会、男子 50 メートルプロンライ
フル代表選手選考に関する不服申立て事案である。New Zealand Shooting 
Federation（NZSF）ではなく、NZOC が相手方となっている（NZSF も利害
関係人には含まれている）。これは、オリンピックロンドン大会への選手派遣
をめぐり、NZSF が NZOC に対して女子エアライフル種目から男子 50 メー
トルプロンライフル種目に対象種目の割り当て変更を申し入れたものの、
NZOC は、世界ランキングやトップレベルの大会結果を通じて、オリンピッ
クでベスト 16 位以内を達成できる能力を有していること、8 位内に入る可能
性を証明するという推薦基準を定めており、申立人がこれを満たさないとし




                                                     
82 ST 02/11, DECISION OF THE SPORTS TRIBUNAL, para.88, 89 
65 
 
定を取り消した（第 2 決定）。本件は、NZOC 第 1 決定の際、女子エアライフ
ル種目から女子トラップ種目への割り当て変更が認められており、選出され
ていた別の選手が利害関係人として本件に参加していたため、NZOC 第 1 決
定について最終的な審査を行うためになされたものである。 
NZOC 第 1 決定にて選考された選手は、本件は割り当て変更決定であり、
代表選手選考決定ではないので、STNZ 仲裁パネルに管轄がない、と主張した。




管轄があることを肯定した。そして、NZOC 第 1 決定の取消し（第 2 決定）
については、NZOC の権限内であることを理由に、NZOC 第 1 決定の取消し





⑤ ST 05/15, Andrew Roy v Canoe Racing New Zealand（CRNZ） 
 























また、選考基準としては、U23 Sprint Selection Policy に、U23 カテゴリ




U23 オーストリア GP2 大会での K1 200 種目の B 決勝で申立人が 2 位であっ
たこと、オーストラリア GP1 大会での K1 200 種目でも申立人が 9 位であっ
たことなどを過小評価していたことや、またケガが治っていたにもかかわら
ず、2015 年 U23 世界選手権の選考対象大会であった 2014 年世界選手権の




こと、2015 年のニュージーランド選手権について、コース状況の問題で K1 
200 種目で申立人が 5 位であったことや U23 K1 200 種目の決勝では申立人








表選手選考が期待できないとして、STNZ 仲裁規則第 49 条(b)(ⅱ)を用い、
STNZ 史上初めて、申立人を選考する仲裁判断も行っている84。 
STNZ 仲裁パネルは、STNZ 仲裁規則第 49 条(a)によりスポーツ団体への差
戻しが原則であることや、STNZ が代表選手選考に関する十分な知識と専門
性を有しないこと、上記 SDT 01/04; SDT 02/04; SDT 03/04, Andrew Murdoch 
and Others v Yachting New Zealand（YNZ）における CAS の仲裁判断にて、
                                                     
83 ST 05/15, DECISION OF SPORTS TRIBUNAL, para.28 
84 ST 05/15, DECISION OF SPORTS TRIBUNAL, para.49 
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SNZ の選考基準としては、いわゆる NZOC への推薦基準、①オリンピック
で 16 位以上を達成できる能力を有し、8 位以内に入る可能性を有しているこ
と、②①のレベルを証明する十分な成績記録を有していることに従った内容
であったが、選考パネルは、2016 年のポルトガルでの選考対象大会での成績




の、2015 年 6 月のポルトガルワールドカップの成績（トップと 8 秒差の 11
68 
 
位）、2015 年 5 月のメキシコワールドカップの成績（トップと 16 秒差の 16
位）、その他 2014 年 8 月のハワイパンパシ大会の成績（トップと 2 秒差の 3
位。2 位の選手はオリンピックに出場）などの成績記録を有していることや、
SNZ のハイパフォーマンス育成コーチのレポートも適切な評価要素とすべき
























(1) STNZ 仲裁パネルの審査対象、権限、判断基準、立証責任 
① STNZ 仲裁パネルの審査対象 
 
STNZ 仲裁パネルの審査対象としては、①中央競技団体（NSO）と NZOC
の決定に対する不服申立て（SADA 第 38 条(c)、STNZ 仲裁規則第 41 条(a)）、
②①が本質的にかかわる SADA 第 38 条(b)に定める範囲内のスポーツ関連紛














② STNZ 仲裁パネルの権限 ～スポーツ団体の専門性、自律性への尊重 
 






また、選考決定が取り消された事案①の SDT 01/04; SDT 02/04; SDT 03/04, 
70 
 
Andrew Murdoch and Others v Yachting New Zealand（YNZ）、同事案③の













③ STNZ 仲裁パネルの判断基準、立証責任の帰属の明定 
 






























まず、選考決定が取り消された事案②の ST 07/08, Liza Hunter-Galvan v 
Athletics New Zealand（ANZ）、同事案⑤の ST 05/15, Andrew Roy v Canoe 





また、同事案③の ST 02/11, Samantha Michael v New Zealand Federation 
of Roller Sports（NZFRS）、同事案⑤の ST 05/15, Andrew Roy v Canoe Racing 














続いて、選考決定が取り消されなかった事案①の SDT 16/06, Katrine 
Lawton v Mountain Bike New Zealand で指摘されていたように、STNZ 仲
裁パネルは、代表選手選考に関する客観的評価を尽くした上での裁量につい
ては、スポーツ団体の専門性を尊重する姿勢が明確に示されている。 
また、SDT 17/06, Timothy Madgwick v Mountain Bike New Zealand、ST 
72 
 

























そ の 他 、 選 考 決 定 が 取 り 消 さ れ な か っ た 事 案②の ST 12/15, Kate 








                                                     
85 SDT 09/06, Daisy Thomas v Surfing New Zealand など 
73 
 
④ NZOC の推薦基準改定による利益衡量の高度化 
 
最後に、代表選手選考に関する STNZ 仲裁パネルによる法的審査において、











































































第 3 章 Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）の代表選手選
考仲裁における法的審査の範囲と限界 
 
本章では、カナダの Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）の代表選手
選考仲裁における法的審査の範囲と限界を考察する。 
第 1 節においては代表選手選考制度の概要、法的性質を、第 2 節においては SDRCC の
組織概要、スポーツ仲裁規則の概要を、第 3 節においては SDRCC の代表選手選考仲裁に















                                                     
86 SADA 第 4 条には、national sporting organisation means a body that represents members involved in a 
particular type of sporting event or activity in New Zealand and, if a national organisation does not exist for 
a sport, includes a local, regional, or other sporting organisation と定められている。 
87 Athletics Canada, NATIONAL TEAM SELECTION – RULES BOOK,  
http://athletics.ca/wp-content/uploads/2016/02/National-Team-Selection-Rules-Book-Feb2016.pdf など
参照 
88 SDRCC 仲裁規則第 1.1 条(z)においては、“NSO” « ONS » includes any Canadian sport organization 
that is: (i) a ’’National Sport Organization” recognized from time to time by the SDRCC; (ii) a multisport 
service organization receiving funding from Sport Canada, including, without limitation, the Canadian 
Centre for Ethics in Sport, the Canadian Olympic Committee, the Canadian Paralympic Committee, 
Commonwealth Games Canada, Canadian Interuniversity Sport, the Canadian Collegiate Athletic 
Association, and the Canada Games Council; (iii) a representational sports-related group receiving funding 



















ダの 2010 年度の予算は 2 億 500 万カナダドル（約 172 億 2,000 万円）で、内訳
はスポーツ団体･組織に資金交付を行う「スポーツ援助プログラム（Sport Support 
Program：SSP）」に 71％、スポーツカナダから競技者に直接金銭的支援をする「競




                                                     
Aquatics Canada and the Canadian Ski and Snowboard Association; and (v) a Canadian Sport Centre 
receiving funding from Sport Canada.と定められている。 
89 Government of Canada, Sport Support Program, Application Guideline – National Sports Organization 
https://www.canada.ca/en/canadian-heritage/services/funding/sport-support/national-
organization/application-guidelines.html、2018 年 12 月 15 日アクセス。 
90 McLaren, Richard H. “CANADA”, Gurovits, András. The Sports Law Review (Edition 3) , 2018, 
Chapter.4, p.42 
91 Ibid, p.41 
92 文部科学省「平成 22 年度諸外国におけるスポーツ振興政策についての調査研究」（カナダ）、2011 年。
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/sports/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/03/1309352_014.
pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス。より近時のデータとしては、笹川スポーツ財団「諸外国のスポーツ振
興施策の比較表（2017）」、



















                                                     
93 このような見解を前提にした研究として、Findlay, Hilary A. and Mazzucco, Marcus F. “Degrees of 
Intervention In Sport-Specific Arbitration: Are We Moving Towards a Universal Model of Decision-
making?”, Yearbook on Arbitration and Mediation, Pennsylvania State University Dickinson School of Law, 
Vol. 2, 2010, pp. 98-143 など 
94 国家裁判所が取り扱った事案において、裁判所は、スポーツ団体という私的団体の決定に対する判断に
は謙抑的であり、その審査は限定的であったと指摘されている。Findlay, Hilary A., and Corbett, Rachel 
"The rights of athletes, coaches, and participants in sport.", Sports, fitness and the law: North American 






SDRCC の設立は 2004 年であるが、この設立準備にあたっては 2000 年から検
討プロジェクトが始まり、2002 年から「ADRsportRED Program」と呼ばれるス
ポーツ紛争解決サービスがスタートしていた95。このような中で、2003 年、カナ
ダ連邦法 BILL C-12 として制定された、「Act to promote physical activity and 
sport」（身体活動・スポーツ法）を根拠法として、非営利法人としての Sport Dispute 








SDRCC の組織の根本的な定めは根拠法である身体活動・スポーツ法第 9 条以下
に規定されており、SDRCC のチェアマン、理事は、その資格要件に基づき、カナ
ダ首相が任命するとされている（同法第 14 条、第 18 条）。理事長は、理事が決定
する（同法第 21 条）。 
SDRCC の権限については、根拠法である身体活動・スポーツ法第 10 条にその
ミッションが定められているものの、それ以上に明確な権限を定める条項はなく、
むしろ同法第 17 条に基づき理事が定める付属定款において定めることとなってい
                                                     
95 ADRsportRED Program における代表選手選考事案に関する研究については、Findlay, Hilary A. and 
Corbett, Rachel. Principles underlying the adjudication of selection disputes preceding the Salt Lake City 
Olympic Games: Notes for Adjudicators, Entertainment Law, Vol.1, No.1, Spring 2002, pp.109-120 
96 Report of the Work Group to the Secretary of State (Amateur Sport), A WIN-WIN SOLUTION: 
Creating a National Alternate Dispute Resolution System For Amateur Sport in Canada, 2000, p.4 以降 
97 カナダにおいては、1990 年代中盤から国家レベルの仲裁制度がスタートしていたものの、非公式かつ
義務的ではなかった、との指摘もある。Findlay and Mazzucco, op. cit., Part.Ⅲ。また、1996 年に設立さ
れたものの、予算の削減を理由に 1 年で終了したとの指摘もある。Haslip, Susan. A Consideration of the 
Need for a National Dispute Resolution System for National Sport Organizations in Canada, Marquette 
Sports Law  Review, Vol.11, 2001, p.263 
98 その他設立の経緯については、Findlay, H. Rules of a sport-specific arbitration process as an instrument 
of policy making, Marquette Sports Law Review, Vol.16, No.1, 2005, p.73 以降 
99 文部科学省「平成 22 年度諸外国におけるスポーツ振興政策についての調査研究」（カナダ）、2011 年。
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/sports/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/03/1309352_014.















また、SDRCC の定めは根拠法である身体活動・スポーツ法第 9 条から第 36 条
まで規定されている。これは、1961 年の Fitness and Amateur Sport Act という
スポーツ政策の根本法を改正して定められたものである。身体活動・スポーツ法の











最終的な SDRCC 仲裁規則においては、SDRCC 独自のスポーツ仲裁規則となって
いる。 
                                                     
100 なお、SDRCC 仲裁規則第 6.24 条においては、SDRCC の準拠法がオンタリオ州法とされる。そし
て、SDRCC はオンタリオ州を管轄する仲裁法の適用下にある（McLaren, op. cit., Chapter.4, p.42 参照）
また、オンタリオ州の仲裁法に定められた例外事由への該当性が問題になった事案もある（SDRCC DAT 
13-0002, para.63 以降など）。 
101 Pound, Richard W. Sports Arbitration: How It Works and Why It Works, McGill Journal of Dispute 
Resolution, Vol.1, No.2, pp.76-85 
102 Code of Sports-related Arbitration、http://www.tas-
cas.org/fileadmin/user_upload/Code_2017_FINAL__en_.pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 




のスポーツ仲裁機関である Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）のスポーツ





（SDRCC 仲裁規則第 2.1 条(b)項）となるスポーツ関連紛争の定義が定められた

























                                                     
104 Appeal Proceedings にて取り扱う紛争対象、Appeal Proceedings を利用するにあたっての取消事由な






続を実施する権限（いわゆる de novo review）を有することも定められている（同
第 6.17 条(b)項）。なお、SDRCC 仲裁パネルの仲裁判断については、それ以前の
SDRCC 仲裁パネルの仲裁判断を含む、一切の仲裁判断に拘束されないことが定め






























































SDRCC のデータベースによれば、SDRCC での仲裁判断は、2017 年 12 月
31 日時点で公表されている事案は全 275 件ある。そのうち、「Selection」と












年 仲裁判断数 代表選手選考決定の取消事案数 
（申立人の選考決定までされた事案数） 
2004 14 件 6 件（3 件） 
2005 1 件 0 件 
2006 2 件 1 件（1 件） 
2007 4 件 2 件（1 件） 
2008 11 件 3 件（1 件） 
2009 0 件 0 件 
2010 5 件 0 件 
2011 4 件 2 件（2 件） 
2012 8 件 1 件（1 件） 
2013 10 件 4 件（3 件） 
2014 9 件 4 件（2 件） 
2015 9 件 1 件（1 件） 
2016 13 件 1 件（1 件） 
2017 3 件 1 件 
                                                     
105 Findlay, op. cit., part.Ⅱ 
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万人（2016 年国勢調査、日本の約 4 分の 1）、面積 998.5 万平方キロメートル




なお、SDRCC の代表選手選考事案は 93 件のうち、28 件がスポーツ団体の
代表選手選考決定の取消事案である。このスポーツ団体の代表選手選考決定
が取り消された 28 件のうち、16 件は申立人を選考決定しており、その割合は





















































                                                     
106 付録の選考基準の詳細について、SDRCC が公表している資料では明らかになっていない。 




































                                                     
108 SDRCC 06-0044, REASONS FOR ARBITRATION AWARD, p.15 


































⑥ SDRCC 16-0298, Christ v. Speed Skating Canada (SSC) 
 
                                                     
110 SDRCC 12-0178, REASONS OF DECISION, para.46, 47 
111 SDRCC 13-0199, DECISION, para.71 
89 
 
本件は、2016 年 SSC のショートトラックハイパフォーマンス委員会
（HPCST）が行った国内強化チームへの代表選手選考決定に対する不服申立
て事案である。 
SDRCC 仲裁パネルは、まず、SDRCC 仲裁規則第 6.7 条において代表選手
選考に関する立証責任が中央競技団体（NSO）に課されている規定を確認し
た112。その上で、SDRCC 仲裁パネルが行うべき仲裁判断基準としての法的合
理性について、SDRCC 15-0255, Larue v. Bowls Canada Boulingrin や






その上で、SDRCC 仲裁パネルの権限は、確かに SDRCC 仲裁規則第 6.17
条では完全な権限が規定されているものの、SDRCC 11-0145, Blais-Dufour v. 
Speed Skating Canada や後述の選手選考が取り消された事案④SDRCC 13-














⑦ SDRCC 17-0321, Cross Country Canada (CCC) v. Moncion-Groulx 
 
本件は、2017 年国際スキー連盟（FIS）クロスカントリー世界選手権ファイ
                                                     
112 SDRCC 16-0298, REASONS FOR DECISION, para.38, 39 
113 SDRCC 16-0298, REASONS FOR DECISION, para.40, 41, 42 
114 SDRCC 16-0298, REASONS FOR DECISION, para.65, 66, 67 
90 
 
ナルの代表選手選考について、CCC が行った選考決定を取り消した CCC 内
部パネル決定について、CCC が SDRCC に不服を申し立てた事案である。 
SDRCC 仲裁パネルは、SDRCC 12-0191/92, Mehmedovic et al. v. Judo 































                                                     



































③ SDRCC 12-0182, Veloce v. Cycling Canada Cyclisme (CCC) 
 
                                                     



















④ SDRCC 13-0200, Milovitch v. Canadian Amateur Wrestling Association 
(CAWA)  
 
本件は、2013 年夏季ユニバーシアード大会、レスリング 59kg 級代表選手
選考について選考決定された申立人が、選考されなかった関係当事者から申












                                                     
117 SDRCC 12-0182, AWARD, para.32 
118 SDRCC 13-0200, AWARD, para.52, 53 
93 
 

































                                                     
119 SDRCC 14-0217, ARBITRATION AWARD, para.70 




① SDRCC 04-0007, Zeilstra v. Softball Canada 及び SDRCC 04-0015, Wilton 

















































ル 8 ポイントとされていた。ただ、3 位と 4 位がともに銅メダル換算される内
容となっていた。 



















                                                     




































                                                     
122 SDRCC 13-0209, REASONS FOR DECISION, para.10 
























                                                     
124 SDRCC 15-0264, Award on 1st July 2015, p.4 
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(1) SDRCC 仲裁パネルの審査対象、権限、判断基準、立証責任 
① SDRCC 仲裁パネルの審査対象 
 















② SDRCC 仲裁パネルの権限 ～スポーツ団体の専門性と自律性の尊重 
 































 同事案⑥SDRCC 16-0298, Christ v. Speed Skating Canada (SSC)では、








































を行うかは、各事案で選任された SDRCC 仲裁パネルの選択次第となる。 
それぞれの SDRCC 仲裁パネルにおいては、基本的には従前の事案の仲裁
パネルの権限を踏襲する傾向はあるものの、例えば、選考決定が取り消されな
かった事案⑤SDRCC 14-0217, Ammar v. Cross Country Canada (CCC)など





③ SDRCC 仲裁パネルの判断基準の蓄積 
 
                                                     














































取り消された事案②SDRCC 07-0061, Movshovich v. Shooting Federation of 
Canada (SFC)、④SDRCC 13-0209, Bastille v. Speed Skating Canada (SSC)、
仲裁パネルの権限、判断基準が示された事案⑥SDRCC 16-0298, Christ v. 


















































例えば、選考決定が取り消された事案①SDRCC 04-0007, Zeilstra v. 





にも、同事案②SDRCC 07-0061, Movshovich v. Shooting Federation of 
Canada (SFC)、同事案④SDRCC 13-0209, Bastille v. Speed Skating Canada 
(SSC)、同事案⑤SDRCC 14-0237, Jarvis v. Canadian Amateur Wrestling 





















































例えば、前述の選考決定が取り消された事案①SDRCC 04-0007, Zeilstra v. 






ルの権限、判断基準が示された事案③SDRCC 08-0074,  Mayer v. Canadian 
Fencing Federation (CFF)や、選考決定が取り消された事案⑤SDRCC 14-


















Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）の代表選手選考仲裁における
法的審査の範囲と限界を検討し、以下の点を明らかにした。 
 























































第 4 章 American Arbitration Association（AAA）の代表選手選考仲裁におけ
る法的審査の範囲と限界 
 
本章では、アメリカ合衆国の American Arbitration Association（AAA）の代表選手選考
仲裁における法的審査の範囲と限界を考察する。 
第 1 節においては、アメリカ合衆国の代表選手選考制度が法律上定められた制度である
ため、アメリカオリンピック委員会（United States Olympic Committee，USOC）及び AAA
の代表選手選考制度の概要、法的性質を、第 2 節においてはスポーツ仲裁規則の概要、組織
概要を、第 3 節においては、AAA の代表選手選考仲裁における仲裁判断を検討した上で、







の代表選手選考制度は、1978 年に制定された連邦法「Amateur Sports Act of 1978」



















































                                                     
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/sports/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/03/1309352_013.
pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス 
128 ただし、文言上、各スポーツの世界選手権は記載されていない。 
129 Wong, Glenn M. ESSENTIALS OF SPORTS LAW (Fourth Edition), Praeger Pub Text, 2010, p.162 





















 USOC や USOC の選手委員会、中央競技団体（NGB）委員会などに認証さ
れたガイドラインに基づく基準や選考手続を定めていることを証明するこ




                                                     
131 DeFrantz v. United States Olympic Committee, 492 F. Supp. 1181 (D.D.C. 1980)。Mitten, Matthew J. 
“United States of America”, International Encylopaedia for Sports Law , Kluwer Law International BV, 
2017, para.82 にも同様の指摘がある。 
132 文部科学省「平成 22 年度諸外国におけるスポーツ振興政策についての調査研究」（アメリカ）を参
照。
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/sports/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/03/1309352_013.
pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス。より近時のデータとしては、笹川スポーツ財団「諸外国のスポーツ振
興施策の比較表（2017）」、
http://www.ssf.or.jp/Portals/0/resources/research/report/pdf/H29_7country_f.pdf、2018 年 12 月 15 日
アクセス。 
133 ただし、大学や高校の大会に関しては別のアマチュアスポーツ団体が管轄しており、NGB は原則とし























第 220523 条(a)(6)） 
 これらの大会を除く国際的なアマチュアスポーツ大会について、国際スポ
ーツ連盟が定めるルールに従い、アメリカ合衆国を代表する選手やチーム










                                                     















オリンピック・アマチュアスポーツ法第 220503 条(8)では「opportunity … to 
participate in amateur athletic competition」と言及されており、USOC 基本定













（1974 年に定められた Amateur Athletic Act において right to participate が定
められていたが、国際大会に限定され、NCAA などの教育的スポーツ団体に大き
な例外が認められていたため、非常に不完全な権利でしかなかった。また、1974
年の USOC 総会で、選手の right to participate に関するトラブルを AAA で取り
扱うことが決定したこともあったが、あまり機能していなかったとも指摘されて
いる）、多くの選手が犠牲になっていた。そこで、このような状況を改善すべく、
                                                     
135 Behagen v. Amateur Basketball Association of U.S., 884 F.2d 524 (10th Cir. 1989)、Harding v. United 






































                                                     
137 Mitten, op.cit., para.82, 84 
138 なお、同事件については、井上洋一「モスクワオリンピックボイコットに対する訴訟－アメリカにお
ける競技者の参加の権利」『スポーツ史研究』第 5 号、1993 年、pp.15-23 に詳しい。 















準を USOC に提出する。 

















えて、AAA のセッションでは、苦情処理のプロセス、AAA が用いる方法、AAA 
活動のベストプラクティスなどのトピックが取り扱われている。 
                                                     
140 文部科学省 平成 23 年度委託調査 スポーツ政策調査研究（ガバナンスに関する調査研究）2012 年 3
月、第１章米国、p.25 以降。
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/sports/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/05/16/1319876_2.pdf





































① USOC 基本定款における不服申立て手続141  
 
選手が前述の USOC 基本定款第 9.1 条に定められた選手の出場機会を侵害
されたとして不服を申し立てる場合（以下、当該規定に基づき申立てられた不
服申立てを「USOC 基本定款第 9 条調停」という）、まず、USOC の代表者
（CEO）宛てに申立てを行わなければならない（USOC 基本定款第 9.2 条）。
手続は USOC 法務部門が担当し、申立てがあった場合、アスリートオンブズ
マンとアスリート委員会委員長に申立て内容が知らされることになっている
（USOC 基本定款第 9.5 条）。USOC の CEO（委任者を含む）とオンブズマ
ンにより調停手続が進められる（USOC 基本定款第 9.6 条）が、解決できなか
った場合、選手は、AAA に対して、最終的かつ拘束力のある仲裁を申し立て
ることができる（USOC 基本定款第 9.7 条。なお、緊急を要する場合は、USOC
基本定款第 9 条調停の申立てと、AAA への仲裁申立てを同時に行うこともで
きる。この AAA への仲裁申立てを「USOC 基本定款第 9 条仲裁」という）。 
USOC 基本定款第 9 条調停に基づく事案は、AAA というスポーツ団体外部




また、USOC 基本定款第 10 条には中央競技団体（NGB）の規則違反に基
づく不服申立てに関する規定がある。しかし、代表選手選考をめぐる紛争に関






                                                     
141 この不服申立て以前にも、1998 年の改正によって設けられたアスリートオンブズマン制度において、
選手は、無償で、助言を求めたり、調停補助を行うことができ、代表選手選考問題の解決制度が用意され









いる（同法第 220509 条(a)）。 
 
 
② AAA における仲裁手続 ～USOC 基本定款第 9 条仲裁 
 




いるためである（同法第 220522 条(a)(4)）。 
そして、この USOC 基本定款第 9 条仲裁は、前述のとおり、USOC 基本定
款第 10 条に基づく中央競技団体（NGB）の規則違反に基づく仲裁申立てでは






商事仲裁規則 R-47 条(a)項）。 
 
一方で、AAA 商事仲裁規則は、代表選手選考事案について、オリンピック・
アマチュアスポーツ法第 220522 条(a)(4)に基づき、USOC 基本定款によって
以下のとおり修正されている。 
                                                     
142 Commercial Arbitration Rules and Mediation Procedures (2018)、
https://www.adr.org/sites/default/files/CommercialRules_Web.pdf、2018 年 9 月 30 日アクセス。なお、
ドーピング紛争に関しては追加規則が存在する。American Arbitration Association Supplementary 
Procedures for the Arbitration of Olympic Sport Doping Disputes(2009)、 
https://www.adr.org/sites/default/files/American%20Arbitration%20Association%20Supplementary%20P




1 つ目は、AAA 商事仲裁規則第 R-46 条(b)においては、原則として仲裁判
断に理由を付する必要がないと規定されているが、USOC 基本定款第 9 条仲
裁においては、理由付けされた書面による仲裁判断を出さなければならない
（USOC 基本定款第 9.7 条）。 
2 つ目は、AAA 商事仲裁を含む通常の商事仲裁では仲裁判断を公表するこ
とが一般的でないものの、USOC基本定款第 9条仲裁の仲裁判断は全てUSOC
のウェブサイトに公表される（USOC 基本定款第 9.7 条）。 
3 つ目は、AAA 商事仲裁を含む通常の商事仲裁でこのような要件設定がさ





仲裁判断の内容に拘束されることになる（USOC 基本定款第 9.8 条）。これは
後述の AAA 事案である Lindland v. USA Wrestling Assn.事案（AAA 30 190 
00443 00(Aug. 9, 2000)）において、影響を受ける者を含まない仲裁判断が並
存してしまったことにより、仲裁判断の優劣を決めなければならない事態が
発生したことから改正された規定であるとされる143。 




しなければならない（USOC 基本定款第 9.9 条）。 
5 つ目は、AAA 商事仲裁規則には規定がないものの、USOC 基本定款第 9
条仲裁の申立ては、USOC 基本定款第 9 条仲裁の対象となる選手の出場機会






仲裁規則の大きな特徴としては、USOC 基本定款第 9 条に定められた選手
の出場機会の侵害を判断する民事訴訟型の仲裁手続になっているという点だ
                                                     
143 Mitten, Matthew J. et al, Sports Law and Regulation: Cases, Materials, and Problems（3rd Edition）, 

























そして、USOC 基本定款第 9 条調停の申立てと、第 9 条仲裁を同時に行う

















担っているものの、最終的に USOC 基本定款第 9 条仲裁の申立てが行われた場合、















また、AAA は民間の仲裁機関であり、その会計についても、カナダの Sport 
Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）やニュージーランドの Sports 






                                                     
144 AAA の詳細、歴史については、Kellor, Frances. American Arbitration: Its History, Functions and 
Achivements, HARPER & BROTHERS PUBLISHERS, 1948 参照 
145 その他スポーツ紛争を専門にしない仲裁機関がスポーツ紛争を取り扱う例としては、ドイツの商事仲
裁機関である Deutsche Institution für Schiedsgerichtsbarkeit e.V. (DIS)が導入しているスポーツ仲裁
Deutsches Sportschiedsgericht などが存在する。 
146 Using ADR to Resolve Collegiate, Professional, and Sports-Business Disputes、 
https://www.adr.org/sites/default/files/document_repository/Using%20ADR%20to%20Resolve%20Colle








判断のうち、代表選手選考に関連する USOC 基本定款第 9 条仲裁の申立ては、
1978 年に制度ができてから 2016 年までの 38 年間で全 121 件ある（2018 年




れのみを「AAA 代表選手選考事案」として考察している）は 54 件である。 
























1978 0 件     
1979 0 件     
1980 0 件     
1981 0 件     
1982 0 件     
1983 0 件     
1984 0 件     
1985 0 件     
1986 0 件     
1987 1 件 0 件    
122 
 
1988 4 件 3 件 2 件 0 件 1 件 
1989 0 件     
1990 0 件     
1991 0 件     
1992 2 件 2 件 2 件 0 件 2 件 
1993 0 件     
1994 0 件     
1995 1 件 0 件    
1996 3 件 1 件 0 件   
1997 3 件 1 件 0 件   
1998 3 件 1 件 1 件 1 件 0 件 
1999 2 件 1 件 0 件   
2000 16 件 14 件 4 件 0 件 4 件 
2001 1 件 1 件 0 件   
2002 6 件 1 件 0 件   
2003 4 件 3 件 0 件   
2004 10 件 3 件 2 件 2 件 0 件 
2005 4 件 0 件    
2006 5 件 3 件 0 件   
2007 3 件 0 件    
2008 11 件 5 件 0 件   
2009 3 件 0 件    
2010 7 件 2 件 0 件   
2011 3 件 1 件 1 件 0 件 1 件 
2012 8 件 3 件 0 件   
2013 2 件 0 件    
2014 3 件 1 件 1 件 1 件 0 件 
2015 9 件 4 件 2 件 2 件 0 件 
2016 7 件 4 件 1 件 1 件 0 件 
合計 121 件 54 件 16 件 7 件 8 件 
 







































                                                     
147 なお、USOC 基本定款第 9 条仲裁の申立てに関する規定があまり知られていなかったことを指摘する
文献も存在する。Weiler, Paul C. et al. SPORTS AND THE LAW: Text, Cases and Problems Fifth 










実際、AAA 30 190 00259 07 (Mar. 16, 2008), Ruckman v. United States 
Rowing Assn.（USR）において、USOC の国際大会運営ディレクターは、以
下のとおり証言している。 















そして、AAA の代表選手選考事案は 54 件のうち、16 件が選手の出場機会
の侵害が認容された事案である。さらに、選手の出場機会の侵害が認容された
16 件のうち、7 件は申立人を選考決定しており、その割合は約 43.8％にのぼ
る。確かに AAA 仲裁規則では当事者間の仲裁合意の範囲に従い、公正かつ公
平なあらゆる救済方法を命じることができるとされており、仲裁パネルの権































① AAA 72 E 190 0002 92 (Jan. 11, 1992), Gault v. United States Bobsled and 













































                                                     
148 アメリカの民事訴訟では一般的な証明度原則とされる。田村陽子「アメリカ民事訴訟における証明論
－『法と経済学』的分析説を中心に－」『立命館法学』2011 年 5・6 号（339・340 号）、p.137 
149 AAA 72 E 190 0002 92, ARBITRATION AWARD, p.3 
150 Ibid, p.6, 7 










その上で、USOC の代表選手選考ガイドライン上、USAC が UCI ランキング
を調整することは選考基準の変更にあたり、選手に対して事前に知らせる必














③ AAA 30 190 00056 06 (Jan. 27, 2006) , Klug v. United States Ski and 









                                                     







④ AAA 77 190 E 00105 10 (Feb. 10, 2010) , Beckom v. United States Bobsled 
























                                                     
154 AAA 77 190 E 00105 10, FINAL AWARD OF ARBITRATOR, para.3.3 
155 AAA 77 190 00275 08 (Jul. 19, 2008), Nieto v. USA Track and Field, Inc.（USATF）、AAA 30 190 
00259 07 (Mar. 16, 2008) 及び AAA 77 190 E 00189 08 (May 29, 2008) , Ruckman v. United States 
Rowing Assn.（USR）、AAA 72 E 190 0002 92 (Jan. 11, 1992) , Gault v. United States Bobsled and 
Skeleton Federation, Inc.（USBSF） 




























AAA 仲裁パネルは、これまでの AAA 代表選手選考事案を引用しながら162、
立証責任が申立人である選手にあり、証拠の優越をもって立証する必要があ
ることを指摘した163。そして、仲裁パネルの判断基準としては、過去の AAA
                                                     
158 AAA 30 190 00259 07 (Mar. 16, 2008) , Ruckman v. United States Rowing Assn.（USR） 
159 AAA 77 190 00050 12, DECISION AND AWARD OF ARBITRATOR, p.10 
160 AAA 30 190 00466 02 (Jan. 23, 2003) , Wright v. Amateur Softball Assn. of America, Inc.（ASAA） 
161 AAA 77 190 00050 12, DECISION AND AWARD OF ARBITRATOR, p.10 
162 AAA 77 190 E 00105 10 (Feb. 10, 2010) , Beckom v. United States Bobsled and Skeleton Federation, 
Inc.（USBSF）、AAA 77 190 00275 08 (Jul. 19, 2008) , Nieto v. USA Track and Field, Inc.（USATF）、
AAA 30 190 00259 07 (Mar. 16, 2008)及び AAA 77 190 E 00189 08 (May 29, 2008) , Ruckman v. United 
States Rowing Assn.（USR）、AAA 72 E 190 0002 92 (Jan. 11, 1992) , Gault v. United States Bobsled and 
Skeleton Federation, Inc.（USBSF） 























① AAA 30 190 00828 05 (Aug. 1, 2005)及び AAA 30 190 00828 05 (Dec. 29, 
2005) , Viola v. USA Diving, Inc.（USAD） 
 
本件は、2005 年ダイビング世界選手権代表選手選考事案であり、第 1 事案
（AAA 30 190 00828 05 (Aug. 1, 2005)）と第 2 事案（AAA 30 190 00828 05 
(Dec. 29, 2005)）があった。 




                                                     
164  AAA 77 190 00050 12 (Mar. 26, 2012) , Morgan v. USA Synchronized Swimming（USASS）、AAA 77 
190 E 00105 10 (Feb. 10, 2010) , Beckom v. United States Bobsled and Skeleton Federation, Inc.
（USBSF）、AAA 30 190 00259 07 (Mar. 16, 2008) , Ruckman v. United States Rowing Assn.（USR） 




























                                                     




168 AAA 30 190 00750 04 (Jul. 20, 2004) , McConneloug v. USA Cycling, Inc.（USAC）  
169 AAA 30 190 00828 05, PARTIAL AWARD OF ARBITRATOR, para.38。ただし、事後のケースであ
る、AAA 77 190 E 00075 13 (Mar. 27, 2013) , Carr v. US Speedskating（USS）においては、中央競技団体
（NGB）に対して何らの配慮を行っていないと指摘されている。 
170 AAA 30 190 00828 05, PARTIAL AWARD OF ARBITRATOR, para.38 
171 AAA 30 190 00060 00 (Apr. 24, 2000)及び AAA 30 190 00060 00 (May 30, 2000) , Smith v. Amateur 
Softball Assn. of America, Inc（ASA）、AAA30 190 00445 00 (Aug. 11, 2000) , Thomas v. USA Cycling, 
Inc.（USAC） 













第 2 事案は、第 1 事案において命じられた修正について、USAD が行った
代表選手選考基準の修正について判断した事案である。 














② AAA 30 190 00259 07 (Mar. 16, 2008)及び AAA 77 190 E 00189 08 (May 29, 
2008) , Ruckman v. United States Rowing Assn.（USR）  
 
本件は、2008 年オリンピック北京大会、軽量級舵手なしフォア代表選手選
考事案であり、第 1 事案（AAA 30 190 00259 07）と第 2 事案（AAA 77 190 
                                                     
173 AAA 30 190 00828 05, PARTIAL AWARD OF ARBITRATOR, para.54 
174 AAA 30 190 00060 00 (Apr. 24, 2000)及び AAA 30 190 00060 00 (May 30, 2000), Smith v. Amateur 
Softball Assn. of America, Inc.（ASA）、 AAA 72 E 190 0002 92 (Jan. 11, 1992) , Gault v. United States 
Bobsled and Skeleton Federation, Inc.（USBSF） 
175 AAA 30 190 00828 05, SECOND PARTIAL AWARD OF ARBITRATOR, para.23 
133 
 
E 00189 08）があった。 
第 1 事案で、申立人らは、2008 年オリンピック北京大会に向けた代表選手
選考基準自体によって、USOC 基本定款第 9 条に定める選手の出場機会が侵
害されていると主張した。理由としては、①セレクションキャンプによる代表












録会（Speed Order Race）は、2007 年 11 月に実施されていなかったことか
ら、USR に対して実施が命じられた。 
 
第 2 事案では、申立人が、第 1 事案で命じられ、USR が新たに設定した記
録会（Speed Order Race）が、USOC 基本定款第 9 条に定める選手の権利を
侵害していると主張した。 
しかしながら、AAA 仲裁パネルは、セレクションキャンプに出場するため








AAA 仲裁パネルは、USOC 基本定款第 9 条に基づく仲裁手続は、覆審（い
                                                     
176 AAA 14 E 190 0056 92 (Apr. 14, 1992) , Piree v. United States Rowing Assn.（USRA）  
177 AAA 30 190 00259 07, FINDING OF FACT, CONCLUSIONS OF LAW, ORDER AND AWARD, 
para.31 
178 Ibid, para.45 
134 
 




























① AAA 72 199 0908 88 (Jul. 11, 1988) , Reininger v. United States Rowing 
Assn.（USR） 
 
                                                     
179 AAA 77 190 E 00075 13, AWARD OF ARBITRATOR, para.34 
180 AAA 30 190 00828 05 (Aug. 1, 2005)及び AAA 30 190 00828 05 (Dec. 29, 2005) , Viola v. USA Diving, 
Inc.（USAD）, AAA 77 190 E 00105 10 (Feb. 10, 2010) , Beckom v. United States Bobsled and Skeleton 
Federation, Inc.（USBSF） 




USR の男子ボート委員会（MORC）はプレキャンプと本キャンプの 2 段階の
選考プロセスを設けていたものの、1988 年 6 月 1 日から 21 日までのプレキ
ャンプ中に外された 4 名のうち 2 名が、選手の出場機会が侵害されたとして
申し立てた事案である。 




























② AAA 14 E 190 0056 92 (Apr. 14, 1992) , Piree v. United States Rowing Assn.
                                                     



































AAA 仲裁パネルは、USSA や USOC の決定や判断を差し替える権限は否定
                                                     




した185。ただ、USSA らが 1998 年大会におけるメダル候補者として申立人ら
を示しており、かつもしアメリカのフリースタイルチームに選手枠が認めら
れた場合、申立人らを選考することを合意していたと認定した。そして、選手













④ AAA 30 190 00060 00 (Apr. 24, 2000)及び AAA 30 190 00060 00 (May 30, 
2000) , Smith v. Amateur Softball Assn. of America, Inc.（ASA）   
 
本件は、2000 年オリンピックシドニー大会、女子ソフトボール代表選手選
考事案であり、第 1 事案（AAA 30 190 00060 00 (Apr. 24, 2000)）と第 2 事








こと、また選考基準では評価期間は 4 年間全体とされていたものの、当初 ASA
が示した評価期間は 12 ヶ月とされ、また実際選考委員会の評価期間としては
28 ヶ月であったこと、1999 年 7 月の選考会の招待状が送られていたことや
USOC の代表選手選考ガイドラインの視点から、ASA の選考基準の解釈を調
整すれば、選考会の出場資格は 4 年間を期間で評価すべきだが、結局選考委
                                                     
185 AAA 30 190 00027 98, Award on 30th January 1998, p.4 
138 
 


































                                                     




















関する裁判所の判断、元々の選考者であった Keith Sieracki による仲裁申立
て事案187などもあるものの、最終的に本件の仲裁判断の執行を裁判所が認容
していることから本件を取り上げることとした。 
本件の流れとしては、2000 年 6 月 24 日に行われた代表選手決定戦にて











ては、グレコローマン委員会メンバー9 人中、USAW のイニシアティブで 4 人
が忌避されていたが、申立人及びその代理人と協議はなかったこと、最も重要
                                                     
187 AAA 30 190 00483 00, Sieracki v. USA Wrestling Assn.（USAW） 
140 
 







合の結果は、申立人が圧勝したものの、USAW が USOC に対して申立人に選
考を差し替えなかったため、その後、申立人がこの仲裁判断の執行を巡って裁
判所に提起する事態に至っている。 
なお、選考を取り消された Sieracki が申立てた AAA 30 190 00483 00, 
Sieracki v. USA Wrestling Assn.（USAW）で、AAA 仲裁パネル（Campbell









Burns 仲裁判断において、仮に Sieracki が手続に関与していなくても、AAA
仲裁パネルは USAW に対して再試合を命じていることから、USAW との関係
では当初の Burns 仲裁判断が当事者に拘束力のある判断をしていると指摘さ








⑥ AAA 30 190 00445 00 (Aug. 11, 2000) , Thomas v. USA Cycling, Inc.（USAC） 
 
                                                     
188 230 F. 3d 1036 (7th Cir. Ill. 2000) 
141 
 









経験や、1998 年世界選手権 500 メートルタイムトライアル 4 位の成績を重視
し、オリンピックシドニー大会直前の 2000 年 7 月から 9 月までの向上におけ
る主観的な印象などを理由に挙げ、選考を行った。 
しかし、AAA 仲裁パネルは、選考の理由にもなった、申立人のコロンビア・
カリ W 杯の記録が選考者のロシア・モスクワ W 杯の記録に劣ることを否定
した。具体的な理由としては、少なくとも一人の選考パネルがカリ W 杯の評







また、US チームのコーチは、2000 年 4 月のオリンピック選考会も考慮し
た、と証言しているものの、同オリンピック選考会は選考者より申立人が上回
























年 1 月 11 日の選手選考基準の変更が有効か、が問題となった。 
2010 年 6 月に策定された選考基準においては、①2010 年の全米選手権の
勝者が、パンアメリカンゲームスのアメリカの代表選手枠を決めるアメリカ
大陸予選の試合にアメリカ代表として選考される、②このアメリカ大陸予選
の試合から 2011 年 7 月に開催する 2012 年オリンピック選考会に出場する選
手が選考される、③2012 年オリンピック選考会の勝者が 2011 年パンアメリ
カンゲームスの選手として推薦される、と定められていた。この選考基準は、
USOC の TSWG にて承認されていたものの、あくまで USOC の規則や USAB
の選考制度への準拠をチェックしているだけで、ボクシングアメリカ大陸連
盟の予選方法などが正確に反映されているかはチェックされていなかった。 
2010 年 12 月になって、このアメリカ大陸予選はパンアメリカンゲームス
の代表選手枠を決めるものではなく、出場する選手を選考するものであるこ





















⑧ AAA 01 14 0000 7635 (Jun. 27, 2014) , Hyatt v. USA Judo（USJ）  
 
本件は、2014 年国際柔道連盟（International Judo Federation，IJF）ジュ
ニア世界選手権、女子 48 キロ級代表選手選考に関する事案である。USJ が発
表している代表選手選考基準に指摘された、2014 年 Scholastic & Youth 
Nationals 大会の結果で決めるのか、新たに設定された 2014 年の Junior 
Olympic National Championships での再戦の結果で決めるのかが問題とな
った。 
AAA 仲裁パネルは、過去の AAA 代表選手選考事案を引用しながら189、AAA
仲裁パネルの権限については、USOC 基本定款第 9 条仲裁手続が覆審（いわ














そして、2014 年 Scholastic & Youth Nationals 大会女子 48 キロ級で優勝し
                                                     
189 AAA 77 190E 00144 11 (Aug. 21, 2011), Craig v. USA Taekwondo（USAT） 
190 AAA 01 14 0000 7635, AWARD AND REASONED DECISION OF ARBITRATOR, p.9 
191 AAA 71 190 E 00406 12 (Aug. 28, 2012) , Tibbs v. U.S. Paralympics（USP）、AAA 77 190E 00144 11 
(Aug. 21, 2011) , Craig v. USA Taekwondo（USAT）、AAA 30 190 00750 04 (Jul. 20, 2004), 
McConneloug v. USA Cycling, Inc.（USAC） 




































                                                     
193 CAS 94/129, Shooting v. Quigley 









AAA 仲裁パネルは、過去の AAA 代表選手選考事案を引用しながら195、AAA
仲裁パネルの権限については、USOC 基本定款第 9 条仲裁手続が覆審（いわ



















                                                     
195 AAA 01 14 0000 7635 (Jun. 27, 2014), Hyatt v. USA Judo（USAJ）、AAA 77 190E 00144 11 (Aug. 21, 
2011), Craig v. USA Taekwondo（USAT） 
196 AAA 01 15 0004 9907, FINAL REASONED AWARD AND DECISION, para.4.1 
197 AAA 01 14 0000 7635 (Jun. 27, 2014), Hyatt v. USA Judo（USAJ）、AAA 77 190E 00144 11 (Aug. 21, 
2011), Craig v. USA Taekwondo（USAT）、AAA 71 190 E 00406 12 (Aug. 28, 2012) , Tibbs v. U.S. 
Paralympics（USP） 
198 AAA 01 15 0004 9907, FINAL REASONED AWARD AND DECISION, para.4.2 
199 AAA 30 190 00750 04 (Jul. 20, 2004) , McConneloug v. USA Cycling, Inc.（USAC）、AAA 30 190 
00056 06 (Jan. 27, 2006) , Klug v. United States Ski and Snowboard Assn.（USSA）  













月に開催される大会の Long Team に限定されるのか、それとも今回の代表選
手選考も含まれるのかであった。 
AAA 仲裁パネルは、過去の AAA 代表選手選考事案を引用しながら201、AAA
仲裁パネルの権限については、USOC 基本定款第 9 条仲裁手続が覆審（いわ












                                                     
201 AAA 01 15 0004 9907 (Nov. 15, 2015) , Komanski v. USA Cycling（USAC）、 AAA 01 14 0000 7635 
(Jun. 27, 2014), Hyatt v. USA Judo（USAJ）、AAA 77 190E 00144 11 (Aug. 21, 2011), Craig v. USA 
Taekwondo（USAT） 
202 AAA 01 16 0000 8307, FINAL REASONED AWARD AND DECISION, para.3.1 
203 AAA 01 15 0004 9907 (Nov. 15, 2015) , Komanski v. USA Cycling（USAC）、 AAA 01 14 0000 7635 
(Jun. 27, 2014), Hyatt v. USA Judo（USAJ）、AAA 77 190E 00144 11 (Aug. 21, 2011), Craig v. USA 
Taekwondo（USAT）、AAA 71 190 E 00406 12 (Aug. 28, 2012) , Tibbs v. U.S. Paralympics（USP） 
204 AAA 01 16 0000 8307, FINAL REASONED AWARD AND DECISION, para.3.2 
205 AAA 30 190 00750 04 (Jul. 20, 2004) , McConneloug v. USA Cycling, Inc.（USAC）、AAA 30 190 
00056 06 (Jan. 27, 2006) , Klug v. United States Ski and Snowboard Assn.（USSA）  




















(1) AAA 仲裁パネルの審査対象、権限、判断基準、立証責任 
① 選手の法的権利に基づく法的審査 ～AAA 仲裁パネルの審査対象 
 
AAA 代表選手選考事案の最大の特徴は、オリンピック・アマチュアスポー























                                                     






② AAA 仲裁パネルの判断基準 ～具体化された選手の権利内容に基づく法的審
査 
 
USOC 基本定款第 9 条においては、選手の権利内容について、あくまで









 2004 年の同事案②McConneloug v. USA Cycling, Inc.（USAC）や 2006
年の同事案③Klug v. United States Ski and Snowboard Assn.（USSA）
では、選手がどうやって選考されるのか（選考手続）、どのような基準
で判断されるのか（選考基準）を知る権利であること 
 2005 年の選手の出場機会の侵害が認められなかった事案①Viola v. 





Beckom v. United States Bobsled and Skeleton Federation, Inc.
（USBSF）では、選手が代表選手選考にあたって公正な機会を有する
こと、USBSF の選考委員会が選考基準を合理的に適用していること 
 2012 年の同事案⑤Morgan v. USA Synchronized Swimming（USASS）































の権限、判断基準、立証責任が示された事案④Beckom v. United States 
Bobsled and Skeleton Federation, Inc.（USBSF）や同事案⑥Tibbs v. U.S. 
Paralympics（USP）、選手の出場機会の侵害が認められた事案③Blumer 
v. United States Ski and Snowboard Assn （USSA）、同事案④Smith v. 






                                                     
208 なお、前述のとおり、本研究執筆時現在の USOC 基本定款においては、USOC によって事前承認され
た選考基準を書面にて定めること、選手に事前提供すること、当該選考基準に基づき選考を行うことは、





判断基準、立証責任が示された事案①Gault v. United States Bobsled and 
Skeleton Federation, Inc.（USBSF）、選手の出場機会の侵害が認められた事
案②Piree v. United States Rowing Assn.（USR）、同事案⑥Thomas v. USA 
Cycling, Inc.（USAC）など、AAA 仲裁判断の中で選考会の実施を命じた事案
がいくつもあり、申立人を選考決定した事案よりも選考会の実施を命じた事




































害を認めなかった事案②Ruckman v. United States Rowing Assn.（USR）に
おいては、代表選手選考決定ではなく、そもそもの代表選手選考基準自体が、













慮については、選手の出場機会の侵害が認められた事案⑧Hyatt v. USA Judo
（USJ）、同事案⑩Komanski v. USA Cycling（USAC）、同事案⑪Lea v. USA 
Cycling（USAC）にて、AAA 仲裁パネルは、USOC 基本定款第 9 条仲裁手続





McConneloug v. USA Cycling, Inc.（USAC）、選手の出場機会の侵害が認め












会の侵害が認められなかった事案③Carr v. US Speedskating（USS）では、
USOC 基本定款第 9 条に基づく仲裁手続は、覆審（いわゆる de novo review）
であり、また USS の当該世界選手権に関する代表選手選考基準は、USOC な
どの第三者承認を受けていないため、USS の代表選手選考に何らの配慮を働
かせる必要はないと指摘されている。 
このような仲裁判断の指摘を総合すれば、USOC 基本定款第 9 条仲裁手続





策定する代表選手選考基準が USOC の事前承認を経ているため、AAA 仲裁パ
ネルとしては一定の配慮をすべきである、という整理は可能であろう。 


























断基準、立証責任が示された事案①Gault v. United States Bobsled and 
Skeleton Federation, Inc.（USBSF）など、その権利の侵害を立証する責任は
申立人である選手にあり、立証の程度は証拠の優越であることが指摘されて
きた。これは、USOC 基本定款第 9 条に基づく仲裁申立て自体が同条に定め
られた選手の権利に基づくものであり、同手続が民事訴訟型の仲裁手続であ
ることからすれば自然な帰結といえるだろう。そして、この指摘は、同事案④
Beckom v. United States Bobsled and Skeleton Federation, Inc.（USBSF）、
選手の出場機会の侵害が認められた事案⑧Hyatt v. USA Judo（USJ）、同事
案⑩Komanski v. USA Cycling（USAC）、同事案⑪Lea v. USA Cycling（USAC）
についても引き継がれている。仲裁パネルの権限、判断基準、立証責任が示さ































United States Rowing Assn.（USR）、同事案②Piree v. United States Rowing 
Assn.（USR）、同事案③Blumer v. United States Ski and Snowboard Assn
（USSA）、同事案④Smith v. Amateur Softball Assn. of America, Inc.(ASA)、
同事案⑦Barry v. USA Boxing, Inc.（USAB）、同事案⑧Hyatt v. USA Judo
（USJ）、同事案⑨Tubbs v. USA Taekwondo（USAT）、同事案⑩Komanski 


















また、選手の出場機会の侵害が認められなかった事案①Viola v. USA Diving, 
Inc.（USAD）においては、既に USOC から各中央競技団体（NGB）に対し














































認められなかった事案①Viola v. USA Diving, Inc.（USAD）、選手の出場機会





している。また、選手の出場機会の侵害が認められた事案④Smith v. Amateur 



















が示された事案①Gault v. United States Bobsled and Skeleton Federation, 
Inc.（USBSF）から、選考権限者の明確性や選考基準の事前告知など、選考手
続の問題から選手の出場機会の侵害が認められている。また、選手の出場機会
の侵害が認められた事案⑤Lindland v. USA Wrestling Assn.（USAW）では、
審査対象となったスポーツ団体内部の不服申立て機関であったグレコローマ
ン委員会の決定に関する委員会メンバーや証人の決定という手続面が問題と

























そして、AAA が代表選手選考紛争を取り扱うようになって 40 年間の歴史































































































Tribunal of New Zealand（STNZ）、カナダの Sport Dispute Resolution Centre of 

































































































































メリカ合衆国の American Arbitration Association（AAA）の代表選手選考仲裁に
おける法的審査の範囲と限界を検討し、以下の点を明らかにした。 
 







































日本スポーツ仲裁機構（JSAA）、ニュージーランドの Sports Tribunal of New 
Zealand（STNZ）、カナダの Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）、































 JSAA STNZ SDRCC AAA 
代表選手選考の主
体 
中 央 競 技 団
体（NF）やオ
リ ン ピ ッ ク
委 員 会
（JOC） 
中 央 競 技 団
体（NSO）や
オ リ ン ピ ッ
ク 委 員 会
（NZOC） 
中 央 競 技 団
体（NOC）や
オ リ ン ピ ッ
ク 委 員 会
（COC） 
中 央 競 技 団
体（NGB）や
オ リ ン ピ ッ
ク 委 員 会
（USOC） 
主体の法的性質 私的団体（一
般 法 人 又 は
公益法人） 
私的団体（非






法令上の根拠 なし なし なし Amateur 








法令の主な内容 － － － USOC の 独






















上 記 法 令 に
基 づ く 代 表












オ リ ン ピ ッ
ク、コモンウ
ェ ル ス ゲ ー
ム ス に つ い
ては、STNZ
導入 
国 家 資 金 提
供 を 受 け る












 JSAA STNZ SDRCC AAA 
設立年 2003 年 2003 年 2004 年 1926 年 
スポーツ仲裁制度
の根拠法 



































政府 政府 自己 
代表選手選考仲裁
の取扱い開始年 
2003 年 2003 年 2004 年 1978 年 
これまでの代表選
手選考事案数 
16 件 32 件 93 件 54 件 
代表選手選考仲裁
の申立費用 
5 万円 500NZ＄ タ イ ム チ ャ
ージ 
経 済 的 利 益
に基づく 
 
                                                     






 JSAA STNZ SDRCC AAA 
仲裁パネルの 
審査対象 
ス ポ ー ツ 団
体の決定 
ス ポ ー ツ 団
体の決定（関
連紛争含む） 
ス ポ ー ツ 団
体の決定（関
連紛争含む） 




尊重 尊重 尊重 原則なし 
選考決定権限の有
無 
仲 裁 規 則 で
も 仲 裁 判 断
でも不明確 
仲 裁 規 則 上
差戻し原則、
例 外 的 に 可
能 
仲 裁 規 則 上
可能、ただし
仲 裁 判 断 で
限定 
仲 裁 規 則 上
可能、ただし
仲 裁 判 断 で
限定 








仲 裁 規 則 で
も 仲 裁 判 断
でも不明確 
仲裁規則 仲裁規則 仲 裁 判 断 で
確立 
判断基準 ス ポ ー ツ 団
体 の 規 則 違
反等 
ス ポ ー ツ 団
体 の 規 則 違
反等 
ス ポ ー ツ 団
体 の 規 則 違
反等 




仲裁判断 仲裁規則 仲裁判断 仲裁判断 





 JSAA STNZ SDRCC AAA 
スポーツ団体の 
専門性への尊重 




あいまい あいまい 厳格 厳格 
客観的評価への 
法的審査 
全 く 踏 み 込
ん で い な い
踏み込む（評
価 要 素 の 検
踏み込む 
（ 評 価 方 法
踏み込む 
（ 出 場 機 会
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わ け で は な
い 
討不足など） や評価機会） が公平か） 
主観的評価への 
法的審査 
ほ ぼ 踏 み 込
まない 
客 観 的 評 価
が 尽 く さ れ
た 場 合 は 踏
み込まない 
客 観 的 根 拠
を要求 




ほ ぼ 踏 み 込
まない 







 JSAA STNZ SDRCC AAA 
代表選手選考仲裁
の取扱い開始年 
2003 年 2003 年 2004 年 1978 年 
代表選手選考 
取扱い年数 
15 年間 14 年間 14 年間 38 年間 
代表選手選考 
事案数 
16 件 32 件 93 件 54 件 
認容数 4 件 6 件 28 件 16 件 
選考決定数 1 件 1 件 16 件 7 件 



















① JSAA による法的審査の対象とすること 
 










































続いて、JSAA 自らが抱えている課題として、本研究第 1 章でも述べたが、





























































                                                     
210 室井力・芝池義一・浜川清『コンメンタール行政法Ⅰ行政手続法・行政不服審査法』（第 2 版）日本評
論社、2008 年、p.314 
211 スポーツ仲裁人候補者リスト（2017 年 9 月 21 日時点）。http://www.jsaa.jp/doc/arbitrators_43.pdf、







































































































機構（JSAA）、ニュージーランドの Sports Tribunal of New Zealand（STNZ）、カナ
ダの Sport Dispute Resolution Centre of Canada（SDRCC）、アメリカの American 
Arbitration Association（AAA）において取り扱われた代表選手選考仲裁を対象に研究
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